
【例】
石綿（アスベスト）含有建材
データベース
国土交通省・経済産業省

Q：目視による事前調査を行ったところ、石膏ボードに「石綿は
使用されていません」と書いてありました。
石綿不使用だと判断してよいですか？
A：建材の印字のみをもって、石綿なしと判断してはいけません。
必ず、設計図書、建材の表示とデータベースとを照合してから判
断してください。

Q：建築書類で石綿がないことができた場合、目視調査を行う必
要はありますか？
A：目視調査は原則必要です。（平成18年９月１日以降に着工した建
築物等限られた場合にのみ目視調査は省略可能です。ただし、目視調査
を省略した場合でも、事前調査記録の作成・保存、電子による事前調査
結果報告（対象工事に限る）等は必要です。)

建材等に広く使用されてきた石綿（アスベスト）は、吸入した場合、中皮腫や肺がんなどの健
康障害の原因となります。
建築物の解体・改修・リフォームなどの工事の際、元請業者は、適切に事前調査を行い、その

結果に応じて飛散防止措置を講じる義務があります。
武雄労働基準監督署では解体工事等の現場パトロールを実施していますが、建材に石綿含まれ

ているにもかかわらず、石綿事前調査が適切に実施されず、法令に準拠しない施工方法によって
解体・改修されている現場が確認されました。（全国的な事例は裏面参照）
解体作業者が石綿による健康障害が発症することを防止するため、適切な事前調査及び飛散防

止対策を講じるようお願いします。

建築物や工作物の解体・改修を行う事業者の皆様へ

石綿事前調査は適切ですか？
①書面調査 ②目視調査

Q：人を雇っていませんが調査は必要ですか？
A：大気汚染防止法により、調査が必要な場合があります。さら
に、パート・アルバイト・日雇いを含めて一人でも雇う場合及
び同じ現場で個人事業主等に発注する場合は労働安全衛生法も
適用になります。

＜よくある質問＞

Q：改修工事で請負金額が100万円未満です。
事前調査は必要ですか？
A：事前調査は必要です。ただし、電子システムによる報告は不
要です。

Q：弊社は新築工事を専門に行っています。解体工事は行いませ
んが、石綿事前調査者の資格は取ったほうがよいのでしょうか？
A：新築工事のみであれば、資格は不要です。
ただし、改修工事（リフォーム、電気設備改修等の建築物に変更
を加える工事全て）を行う場合は有資格者による事前調査義務の
対象になる場合があります。

武雄労働基準監督署 〒843-0023 佐賀県武雄市武雄町昭和758
☎0954-22-2165 （8:30～17:15）

Q：外壁塗装工事なら石綿事前調査は不要では？
A：事前調査が必要な可能性があります。塗装に伴う足場の設置
の際、外壁に穿孔する場合等が該当するので、工事内容を確認
してください。

https://asbestos-database.jp/


石綿総合情報ポータルサイト（厚生労働省）

「目で見るアスベスト建材」（国土交通省）

建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル

石綿の使用部位例 出典：国土交通省「目で見るアスベスト建材（第２版）」より一部改変

事前調査の流れ 出典：環境省「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」

不適切事例（全国） 出典：環境省「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」

建築物の解体工事において、建築物の所有者から石綿含有建材は使用されていないという説明を受けていたこと、当該建
築物では改修工事が複数回行われた結果、天井の内装材が厚くなっており天井裏の調査が行いにくかったことから、適切な
事前調査がされず、飛散・ばく露防止措置が講じられないまま工事が開始された。工事開始後、天井板を撤去後にレベル１
の石綿含有建材が確認された。

レベル１の石綿含有建材が使用されていることが把握され、大防法及び安衛法に基づく届出が行われた現場において、地
方公共団体が敷地境界における石綿濃度測定を行ったところ石綿繊維が検出された。届出がされた箇所では飛散・ばく露防
止措置が講じられていたが、別の箇所において、レベル１の石綿含有建材が天井裏に使用されており、当該建材が飛散・ば
く露防止措置が講じられないまま天井と共に破砕されていた。本件の原因としては、事前調査が不十分であったことのほか、
事業者が工期どおりに工事を行うため、飛散・ばく露防止を行わなかったと指摘されている。 

建築物の解体工事において、機械室の煙突にレベル2のアスベスト含有建材が使用されていたにもかかわらず、飛散・ば
く露防止措置が講じられないまま煙突が解体された。原因として以下の点が挙げられている。 
・当該建築物において過去に行われたアスベスト含有建材の除去工事では、機械室は対象に含まれていなかったが、発注者
は、当該建築物に使用されていたアスベスト含有建材が全て除去されたものと判断したこと。 
・事業者は、発注者から当該建築物のアスベスト含有建材は全て除去されていると説明され、再度十分な事前調査を行わな
かったこと。
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